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１．はじめに 

特殊分岐器（可動 DC、SSS、DSS）は、普通分岐器

と比較して構造が複雑で狭隘箇所に可動部や軌間絶縁

部を有しているため、メンテナンスに労力を要するだ

けでなく、分岐器不転換や軌道短絡等の設備故障によ

る輸送障害が発生しやすい弱点設備である。 

JR 東日本では、特殊分岐器における設備故障を削減

するため、これまで約 20 年にわたって様々な対策に取

り組んできた。本稿ではその取り組み内容を報告する。 

 

２．特殊分岐器における設備故障の発生状況 

1996～2000年度の JR東日本東京圏における特殊分岐

器と普通分岐器の設備故障発生率を図１に示す。特殊

分岐器は、普通分岐器と比較して敷設数の割合に対す

る設備故障発生件数が相対的に多いため、1 組あたりの

設備故障発生率は、普通分岐器の10倍近くであった 1)。

また、発生原因としては、特殊分岐器内のレールふく

進によるものが６割程度を占めた 1)。 

そこで、特殊分岐器における設備故障の削減を目的

に、以下に述べるハード・ソフト対策を実施した。 

 

図１ 特殊分岐器と普通分岐器の設備故障発生率比較 

 

３．特殊分岐器の構造強化対策（ハード対策） 

3.1 特殊分岐器の撤去 

弱点設備である特殊分岐器そのものを解消していく

ことが最も根本的な対策であるという考えから、JR 東

日本ではプロジェクト等による構内切換工事計画の際

に特殊分岐器を敷設しないことを基本とした。例えば、

新宿駅構内の大規模切換工事では、都合８回の切換工

事を経て DSS,SSS（10 組）を 2010 年までにすべて撤去

した 2)。また、他の構内でも可能な限り撤去を進めた結

果、東京圏では約 20 年前の 130 組から、2017 年 3 月現

在 102 組まで減少している。 

 

3.2 設備対策品の検討と敷設 

 特殊分岐器は締結数が少ないレールが多いことから

レールふく進が発生しやすい。そこで、特殊分岐器内

各レールのふく進を抑制することを主たる目的に、既

設分岐器に適用できる設備対策品を検討し、敷設した。

また、狭隘箇所における軌間絶縁対策品も敷設した。

その主なメニューを図２に示す。すべての特殊分岐器

にすべての対策品を敷設するのではなく、各分岐器の

変位の状況や使用頻度、重要性、予算等を勘案して、

特殊分岐器ごとに対策メニューを選択した。 

   

（マンガン用）ふく進防止座金（へ形レール用） 

   

セラミック溶射座金  分岐器用アンチクリーパ 

  

まくらぎ移動防止継材   樹脂製レール押さえ具 

図２ 特殊分岐器における主な設備対策品の例 

  キーワード  特殊分岐器 可動Ｋ字クロッシング 分岐器不転換 軌道短絡 レールふく進 
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４．特殊分岐器の管理標準の策定（ソフト対策） 

4.1 特殊分岐器の管理標準 

 レールふく進の状態をできるだけ少ない測定項目や

簡単な測定方法で把握することを念頭に、特殊分岐器

ふく進検査項目及び判定基準値を制定し（表１）、こ

れらの測定手順の作業標準を作成した（図３）。ふく

進の判定基準値は、構造的に最も不利な 8 番可動 DC に

おける 15mm ふく進時の計算上のロック変位量が

1.37mm であることを考慮し±15mm とした 3)。 

 さらに、ふく進測定結果に基づき、各特殊分岐器の

ふく進整正方法を検討し、順次整正作業を実施した。 

現在、特殊分岐器ふく進測定は、年２回（春、秋）以

上実施している。 

 

表１ 特殊分岐器のふく進検査項目と判定基準値 

 

 

図３ 特殊分岐器ふく進検査の測定手順 

 

4.2 ふく進整正による故障回避事例 

前項に述べたふく進整正による故障回避事例として、

SSS60 10-101 分岐器のケースを図４に示す。本件では、

以前より可動レールのロック狂い検知が頻発しており、

ロック狂い検知回数は、レール最高温度及びレール温

度日較差と相関関係があったことがわかる。 

4/16 にロック調整作業を実施したが、その後もロッ

ク狂い検知は継続して発生した。そこで、5/11 に、図

５に示すようにへ形レール、可動レール等のふく進整

正作業（最大約 20mm）を実施した結果、温度変化に関

わらずロック狂い検知はほぼ解消された。 

 

図４ SSS60 10-101 分岐器ロック狂い検知の推移 

 

図５ SSS60 10-101 分岐器における 5/11 ふく進整正 

 

５．設備故障発生件数の推移 

このような、ふく進測定⇒ふく進整正⇒設備対策を

各特殊分岐器に対して継続的に実施した結果、特殊分

岐器の設備故障件数は約 55%減少した（図６）。 

 

図６ 特殊分岐器における設備故障発生件数の推移 

 

６．まとめ 

 約 20 年にわたる継続的な取り組みの結果、特殊分岐

器における設備故障は大幅に減少した。今後、さらな

る根絶に向けて、撤去を含めたハード・ソフト対策を

実施し、東京圏の安定輸送に貢献していきたい。 
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